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第１回

１　生産ネットワークのメカニズム

1980 年代半ば以降，東アジアの実物経済は，

産業・業種単位の国際分業から生産工程・タス

ク単位の国際分業へ，原材料と完成品中心の国

際貿易から部品・中間財主体の国際貿易へとい

う大きな質的変貌を遂げてきた。ASEANは，

生産ネットワークへの参加による迅速な工業化

開始という開発戦略を，中国とともに世界に先

駆けて体現してきた。

生産ネットワークのメカニズムについては，

フラグメンテーション理論が概念枠組みを提供

している１）。生産のフラグメンテーションと

は，生産工程・タスクを生産ブロックとして分

離し，それぞれの生産ブロックを適した所に立

地させることによって，全体の生産コストを軽

減することである。このような国際分業によ

り，以前からの産業・業種単位の国際分業より

も精緻な形で立地の優位性の違いを利用でき

る。その代わり，離れて置かれた生産ブロック

を接続するためのサービス・リンクが必要とな

東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国は，新しい国際分業，すなわち生産ネットワークあるいは第２のアン
バンドリング（Unbundling）と言われる工程・タスク単位の国際分業を積極的に利用し，持続的経済成長を
遂げてきた。生産ネットワークへの参加によって工業化を加速させる開発戦略は，それ以前の幼稚産業保護，
輸入代替型工業化戦略とは正反対の政策パッケージであり，輸出加工区を通じての単純な輸出振興とも異なる
ものであった。ASEAN の経済統合も，この新たな開発戦略の文脈で進められてきたもので，過去に例のない
ものである。さらに ASEAN 内の先行国については，世界に先駆けて，生産ネットワークのメカニズムの延
長線上で産業集積の形成が始まった。多国籍企業への依存の強い工業化の中で，いかにして地場系企業の生産
性を高め，イノヴェーション能力を向上させていくかが，今後の課題となっている。

本連載では，ASEAN 諸国が採用してきた開発戦略を概観し，その文脈で ASEAN の経済統合を跡づけた後，
ASEAN 諸国が直面している経済開発上の諸問題について議論していきたい。第１回は，工業化の初期段階に
おける生産ネットワークへの参加について論ずる。
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る。企業は，生産ブロック内の生産コスト軽減

と新たに生じてくるサービス・リンク・コスト

との間のトレードオフを考慮し，生産を分散立

地させるか否かを決定する。

Baldwin （2011）は，生産のフラグメンテー

ションによって形成される生産ネットワークを

「第 2のアンバンドリング」と呼び，それ以前

の産業・業種単位の国際分業との差異を議論し

ている。ボールドウィンによれば，第 1のアン

バンドリングとは生産と消費が国境を越えて分

離されることを意味し，19 世紀末以降 1980 年

代までの産業・業種単位の国際分業，原材料と

完成品を中心とする国際貿易の基礎となるもの

であった。一方，第2のアンバンドリングとは，

1980 年代以降，東アジアやメキシコ，中東欧

で始まった国際分業形態で，生産が生産工程あ

るいはタスク単位に分離され国境をまたいで配

置されることを指す。第 1のアンバンドリング

が可能となった技術的背景には蒸気船や鉄道と

いった大量輸送手段の普及があり，第 2のアン

バンドリングについては情報通信技術（ICT）

革命が大きな役割を果たしたとする。

特に先進国と新興国・発展途上国の間の国際

分業においては，生産のフラグメンテーション

あるいは第 2のアンバンドリングを通じて，賃

金水準等の立地の優位性の違いをよりきめ細か

く生かすことが可能となる。それ以前にも，繊

維・衣料産業など労働集約的産業についての国

際分業は行われてきた。しかしこれらは 2週間

に 1度部材が輸入され製品が輸出されるといっ

たゆっくりとした国際分業であり，第 1のアン

バンドリングに分類されるべきものである。そ

れに対し，機械産業に代表される生産ネット

ワークでは，生産ブロックは緊密なコーディ

ネーションによって接続され，各種の部品・中

間財が同期化されて搬入・搬出される。これこ

そが第 2のアンバンドリングである。一般にグ

ローバル・ヴァリュー・チェーンと言う時に

は，第 1のアンバンドリングにとどまるもの，

第 2のアンバンドリングに分類すべきものの双

方が含まれていることに注意しなければならな

い２）。

２　歴史的経緯

製造業，とりわけ機械産業における生産ネッ

トワークには，いくつかのプロトタイプが存在

する。

１つは，1960 年代末以降に形成された輸出

加工区である。馬山，高雄，シンガポール，ペ

ナンなどの輸出加工区では，繊維・衣料，半導

体などのオフショア・オペレーションが展開さ

れた。半導体組立ての場合，本国のオペレー

ションとは地理的に離れていたが，航空輸送を

用いて接続された一種の生産ネットワークとも

解釈できる。しかし，輸出加工区は厳重な柵を

もって国内経済からは物理的に隔離され，国内

経済は引き続き輸入代替型工業化戦略の下に

あった。雇用創出以外の国内経済とのリンクは

ほとんど形成されなかった。

もう１つのプロトタイプは，比較的単純

な 国 境 生 産 共 有（cross-border production 

sharing）である。アメリカとメキシコの国境

を挟んだマキラ・オペレーション，香港と広東

省の間の来料加工貿易などがそれに当たる。国

境をはさんでの賃金格差を利用し，やはり国内

経済とのリンクは最小限にとどめるものが多

かった。

東南アジアにおいて生産ネットワーク形成が
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本格化するのは 1980 年代半ばである。直接投

資の受入ということではシンガポールが先行す

るが，1985 年の経済不調を契機とするマレー

シア，タイの積極的直接投資受入政策の導入が

時代を画すものとなった。これ以降，直接投資

の国内経済への競争圧力を恐れるのではなく，

むしろ国内経済とのリンクを意識した施策へと

転換した。

当初はまだ，輸入代替型工業化と輸出加工区

に類するオペレーションの両立が試みられた。

保税倉庫，保税工場，保税トラックの導入（「保

税（bonded）」とは外国貨物が通関以前の状況

であることを意味する）は，柵に囲まれた輸出

加工区の外でも同様のオペレーションを可能に

するものである。また，輸出品製造のための輸

入原材料免税措置（duty-drawback system）

は，事前的あるいは事後的に輸入原材料を免税

扱いにするものである。これらにより，加工貿

易をより弾力的に展開できるような制度整備が

試みられた。

さらには，輸入代替型工業化の放棄，貿易自

由化の下での生産ネットワーク参加へと政策転

換が図られる。電子部品等についての関税は，

各国が競争して一方的に削減・撤廃を行った。

そのため，電気・電子産業の生産ネットワーク

は，1990 年頃を境に爆発的に発展した。1990

年代後半には，世界貿易機関（WTO）の下で

の情報技術協定（ITA）により，関税撤廃がさ

らに進んだ。鉄鋼，自動車などについては貿易

自由化が遅れたが，1997 ～ 98 年のアジア通貨

危機を契機とするASEAN 経済統合加速の動

きの中で自由貿易協定のレベルでの関税撤廃に

向かった。

３　生産ネットワークへの参加度

生産ネットワークへの参加の度合いを知るに

は，機械完成品・部品の全輸出入に占める割合

を見るとよい。もちろん，生産ネットワークは

機械産業以外の産業・業種でも見られる。しか

し，機械産業がもっとも複雑で洗練された生産

ネットワークを展開している。機械産業におけ

る生産ネットワーク展開が可能な経済環境が整

えば，その他の産業でも生産ネットワークと呼

べるようなオペレーションができるようになる。

図１に，1970 年から 2010 年にかけての東ア

ジア各国の対世界輸出入に占める機械完成品・

機械部品の比率を示した。1970 年の段階では，

機械部品の貿易はごく小さく，またほとんどの

国で輸出か輸入いずれかの一方的貿易となって

いる。この時点では，機械産業の国際分業は伝

統的な産業・業種単位のものであった。1980

年になると，シンガポールとマレーシアにおい

て，機械部品が輸出も輸入もされるようになっ

てきている。輸出加工区を用いた工程間分業が

始まったものと解釈できる。1990 年では，マ

レーシア，シンガポール，香港，韓国，タイで

機械部品輸出入比率が顕著に増加し，生産ネッ

トワークの形成が本格化してきたことがわか

る。2000 年，2010 年には，さらにフィリピン，

中国が加わり，東アジア全体の生産ネットワー

クの深化が見られる。こうして東アジアは，世

界をリードする生産ネットワークの中心地と

なった３）。

生産ネットワークへの参加度は，東アジア域

内でも国によって大きく異なる。インドネシ

ア，ベトナムはやや遅れて入ってきたが，これ

から生産ネットワークへの関与が強まってくる
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だろう。カンボジア，ラオス，ミャンマーでは，

ようやく生産ネットワークへの参加が始まっ 

た４）。カンボジア，ラオスなどにタイのサテ

ライト工場を作り，タイとの間で工程間分業を

行う投資戦略を「タイ＋１」と呼ぶ。ここ数年

の間に，カンボジアにはミネベア，住友電装，

矢崎総業など，ラオスにはニコンなどが進出し

た５）。

４　３種のコスト軽減のための政策

カンボジア，ラオス，ミャンマーは，すぐ隣

の国まで生産ネットワークが延びてきているた

め，生産ネットワークへの参加という意味で

は，南アジア諸国などと比べると，はるかに有

利な立ち位置にある。しかし，これまで展開し

てきた足の遅い衣料産業等と，時間コストが大

切になる機械産業とでは，必要となってくる経

済環境が大きく異なってくる。

フラグメンテーション理論に従えば，生産

ネットワークのオペレーションには 3種のコス

トが介在してくる。ⅰネットワーク・セット

アップ・コスト，ⅱサービス・リンク・コスト，

ⅲ生産ブロックにおける生産コストそのもの

である。生産ネットワークへの参加がうまく進

まない時には，この３つのコストのいずれかが

高すぎるからと考えられる。そのようなボトル

ネックを解消するためには，政府施策が必要に

なる。

現在のカンボジア，ラオス，ミャンマーの状

況に照らして，必要な政策を考えてみよう。ⅰ

図１　東アジア各国の対世界機械貿易：総貿易に占める割合

（注）1970 年と 1980 年については SITC分類，1990 年以降についてはHS分類）に基づく。詳しい品目分類については木村・安藤
（forthcoming）参照。なお，SITC 分類に基づく機械部品は，HS分類によるものと比べ，２割程度過小となっていることに注
意してほしい。

（出所）木村・安藤（forthcoming）（UN Comtrade およびWorld Trade Atlas の貿易データをもとに作成）。
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のネットワーク・セットアップ・コストに関し

ては，直接投資受入体制の改善が鍵となる。直

接投資受入については，税制上の優遇措置など

投資インセンティブばかりが注目されがちであ

る。しかし，それよりも，投資や行政手続きの

簡素化・迅速化，細かい問題についてのトラブ

ル・シューティング機能の充実などの方がはる

かに重要である。タイ投資庁（BOI）やマレー

シア投資開発庁（MIDA）などが手本となる。

また，新規の投資誘致だけでなく，すでに進

出してきた企業のアフターケアも大事である。

タイやマレーシアの投資環境整備は，担当者が

工業団地や投資企業に足繁く通い，投資上の諸

問題の発見と解決を粘り強く積み重ねたことに

より，徐々に進んできた。カンボジア，ラオス，

ミャンマーのいずれにおいても，直接投資受入

体制の改善の余地は大きい。

ⅱのサービス・リンク・コストの軽減につい

ては，各国ともその重要性を認識し，さまざま

な努力がなされてきた。特にソフト・ハードの

輸送インフラ整備による広義の輸送費の軽減

は，生産ネットワークに参加するための大事な

必要条件となる。ハード・インフラについて

は，アジア開発銀行（ADB），中国，タイ，日

本などの協力の下，東西経済回廊，南部経済回

廊などの道路や橋梁が建設された。南部経済回

廊のカンボジア区間は，交通量の増加から早く

も拡幅が必要となってきており，日本の協力で

国道５号線の改修やバイパス道路の整備などが

始まっている。日本の贈与で建設された国道１

号線のネアックルン橋は，大幅に遅れながらも

本年（2015 年）４月にようやく完成したが，

片側 1車線しかなく，近い将来にボトルネック

となる可能性もある。アランヤプラテート＝ポ

イペト間の国境では，トラック輸送の急増に対

応するため，トラック用通関ゲート建設なども

行われている。

ソフト・インフラとしては，まずは関税撤廃

その他の貿易自由化，通関業務の改善・迅速化

などが進められ，それがカンボジア，ラオスに

よるサテライト工場誘致を可能にしてきた。ま

た，プノンペンへのミネベア進出に当たって

は，カンボジア政府との交渉でタイのトラック

の直接乗り入れを認めてもらったことも，決定

的に重要だった。同様の便宜は，後続の進出企

業にも拡大しつつある。メコン地域 5カ国と中

国は，ADBの支援の下，2003 年に越境交通協

定（CBTA）に署名した。これは，「国境での

検査・手続きの簡素化，車両・コンテナの相互

乗り入れ，ヒトとモノの輸送，整備・制度の共

通化などその他の規定，総則」から成ってい

る６）。一部の国の協定付属書の批准が遅れて

おり，運用も遅々としているが，ようやく進展

が見られつつある。このようなきめ細かい輸送

円滑化を進めようとしているところもASEAN

らしい。

ミャンマーに関しては，ハード，ソフトの両

面において，インフラ開発が遅れている。本格

的な生産ネットワークへの参加にはまだまだ時

間がかかるだろう。

ⅲの生産ブロックにおける生産コストの軽減

については，立地の優位性の強化が課題とな

る。後発国・地域の強みは，まずは低賃金労働

者の供給にある。たとえばタイとカンボジア・

ラオス・ミャンマーとでは，国境を隔てて，賃

金が３～５倍程度違う。もちろん，実際には賃

金に労働生産性を掛け合わせたものを比べねば

ならないが，それでも賃金格差が労働集約的な

生産ブロックを誘致する際に決定的に重要な条

件となることは間違いない。
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一方で，各国の政治状況から，最低賃金を急

速に引き上げる動きも見られる。国際競争力は

他国との相対的関係の中で決まってくるが，一

般に労働生産性の成長よりも早く賃金が上がれ

ば，企業経営は難しくなる。民主主義が浸透す

る中，労働者の権利保障はもちろん重要である

が，ポピュリズムに走ると立地の優位性を失

いかねない。最低賃金は，フォーマル・セク

ターの労働者に適用されるもので，一般にイ

ンフォーマル・セクターの労働者はその傘下

に入っていない。最低賃金を引き上げれば，

フォーマル・セクターの雇用創出が鈍化し，

もっとも貧しい人たちの生活はむしろ悪化する

可能性も高い。政策決定者は，最低賃金の過度

な上昇がもたらしうる危険性について，十分に

認識すべきである。

その他，カンボジア，ラオス，ミャンマーで

立地の優位性改善の課題となっているのが，電

力供給，工業団地サービス等の経済インフラ整

備である。カンボジアでは，電気料金の高さと

電力供給の不安定さが長年にわたって指摘され

ており，投資先としての魅力を減衰している。

天然ガスの輸出国であるミャンマーも，製造業

の企業進出が本格化すれば，早晩，電力の安定

供給が問題となるだろう。

国全体の投資環境を向上させるのには時間

がかかる。まずは工業団地あるいは経済特区

（SEZs）単位で良好な投資環境を提供すること

で工業化を開始し，どのような施策が必要なの

かを学び，それを全国に広げていくべきであ

る。工業団地に関しては，タイやマレーシアな

どに多くの成功例があり，カンボジア，ラオス，

ミャンマーはそれらの事例を詳しく学ばねばな

らない。特に，日本の総合商社が関与した例な

どは参考になるはずである。ベトナムのタンロ

ン工業団地（住友商事），ハイフォン工業団地

（野村證券），カンボジアのプノンペン経済特

区（ゼファー），ミャンマーのティラワ経済特

区（三菱商事，丸紅，住友商事）などは，これ

ら各国における先行例である。また，タイのア

マタやシンガポールのテマセクなども，工業団

地開発会社として力を付けてきている。もちろ

ん，商業ベースに乗るような事業環境を整える

ことが必要となるが，同時に海外のパートナー

とモデルケースを作ることも重要である。

その他，立地の優位性の改善のためになすべ

きことは多々ある。恣意的な判断に基づいて産

業・業種をえり好みせず，投資してくれる企業

にはみんな来てもらえる投資環境を整えること

が肝要である。

５　空間経済学（spatial 
economics）による示唆

フラグメンテーション理論に従えば，後発

国・地域は，サービス・リンク・コストを下げ，

立地の優位性を高めさえすれば，生産ブロック

を誘致できる。しかし，グローバリゼーション

はもっと先に進んでいる。メコン地域では，国

境を越えて移動するのはもはや生産ブロックだ

けではない。人あるいは労働者も大量に動くよ

うになってきている。カンボジアからタイには

100 万人，ミャンマーからタイには 300 万人が

流入していると伝えられる。このような問題に

ついての思考実験では，空間経済学が威力を発

揮する７）。

空間経済学では，コアとペリフェリーの間の

貿易コスト低減が集積力と分散力の両方を生み

出すと考える。集積力とは，コアが生産活動・
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人などを惹き付ける力で，コアにおけるビジネ

ス・パートナー獲得の容易さ，市場への近接性

などによってもたらされる。一方，分散力と

は，コアからペリフェリーへと生産活動・人な

どを移動させる力で，コアにおける負の集積効

果すなわち賃金・地価の上昇，交通混雑，公害

などの混雑効果，コアとペリフェリーの間の賃

金等要素価格の差によって生み出される。

プノンペンがバンコク首都圏から生産ブロッ

クを誘致するためには，プノンペンに一定の立

地の優位性がなければならず，それはたとえば

バンコク首都圏よりも安い労働力である（図２

参照）。一方，すでにカンボジアの農村からバ

ンコク首都圏へは，プノンペンを経由せずに，

高い賃金を求めてかなりの量の労働力が動いて

しまっている８）。バンコク首都圏とプノンペ

ンの間の賃金格差が小さすぎると，生産ブロッ

クがプノンペンにやってこない。一方，賃金格

差が大きすぎると，労働者がプノンペンに来て

くれない。では，どのようにすれば，生産ブ

ロックと労働者の両方を集めることができるだ

ろうか。

答えは，プノンペンの立地の優位性を向上さ

せることである。生産ブロックがやってくるだ

けの賃金格差は維持する。プノンペンにおける

賃金はバンコク首都圏のそれよりも安いが，そ

れでも労働者が来てくれるような快適な居住環

境を整備し，同時に農村からプノンペンへの移

動コストを軽減する。これらができれば，人々

の移動を無理に制限しなくても，プノンペンの

工業化を立ち上げられる。

生産ネットワークを利用しての工業化の開始

は，後発国にとって有効な戦略である。それが

可能となった背景には，グローバリゼーション

あるいは経済統合によるモノ，カネ，ヒトの移

動性の向上がある。しかもそれが，一様に進む

のではなく，まだら模様に早い部分と遅い部分

を生み出しつつ進行している。生産ネットワー

クは，そのまだら模様の移動性が存在している

がゆえに，成り立っている。開発戦略の構築に

おいて空間経済学の果たすべき役割は極めて大

きい。

図２　プノンペンの工業化と生産ブロック・労働移動

（資料）著者作成。

［注］
１）フラグメンテーション理論については Jones  and 
Kierzkowski （1990）参照。

２）グローバル・ヴァリュー・チェーン一般については Elms 
and Low （2013）参照。

３）Chang and Kimura （2015）は，世界の機械類輸出のほと
んど全てが東アジア，北米，欧州という 3大生産地に集中し
ていることを明らかにした。またAndo and Kimura （2013, 
2014）は，特に電子部品に関し，東アジアが北米，欧州に対
しても重要な供給基地となってきていることを示した。

４）これら後発国の生産ネットワークへの参加度については，
図１のような輸出額を用いた分析だけではとらえにくい。
Obashi and Kimura （2015）は，extensive margin 分析（細
品目・貿易相手国別に貿易が存在するかどうかに注目する計
量分析）をASEAN諸国の機械部品輸出に適用し，2007 年
から 2013 年の間にフィリピン，ベトナムにおいてより複雑
な生産ネットワークへの関与が進んだこと，カンボジア，ラ
オス，ミャンマーにおいても生産ネットワークへの参加が始
まったことを明らかにした。

５）タイ＋１については石田（2010），藤岡（2015）を参照さ
れたい。

６）石田（2010）に詳しい解説がある。
７）空間経済学あるいは新経済地理学については Fujita, 
Krugman, and Venables （1999）および Baldwin, Forslid, 
Martin, Ottaviano, and Robert-Nicoud （2003）参照。

８）実際にどのようなプロファイルの人々がカンボジアのどの
地方からタイのどこに移動して何をしているのかについて
は，十分な情報がない。したがって，ここで示している思考
実験を現実の政策に反映させるためには，もっと注意深い個
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人・家計レベルの調査・研究が必要であることは言うまでも
ない。
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